
（１）令和４年度奈良県水道用水供給事業決算概要について

資料１



○令和４年度の収益的収支は、１８億１１百万円の黒字

○前年度（20.2億円黒字）に比べ、黒字は2.1億円減少。その主な要因は以下のとおり

①収入の減少（▲1.3億円）

配水収益等の減少（▲1.3億円）

②支出の増加（+0.8億円）

支払利息及び対象資産の減による減価償却費の減少（▲1.7億円）

薬品費・動力費など維持管理費の増加（＋2.5億円）

※以下の費用分は、「支出」には含んでいない（引当金の取崩で対応）

・退職給付金（1.3億円） 退職給付引当金を取崩し

・コンクリート構造物の修繕費（1.6億円） 特別修繕引当金を取崩し

当年度純利益 １，８１１百万円

収益的収入
１１，００１百万円

収益的支出
９，１９０百万円

－
＋

前年度繰越
利益剰余金

６百万円

Ｒ４年度
当年度利益剰余金

１，８１７百万円

①条例第４条第１項に基づき、利益剰余金の１／２０を下らない額を「減債積立金」に積立て

②残額を「県域水道ファシリティマネジメント推進積立金」に積立て

③１０百万円未満は「繰越利益剰余金」として翌年度へ繰越

減債積立金 １００百万円

県域水道ＦＭ推進積立金 １，７１０百万円

繰越利益剰余金 ７百万円

１ 収益的収支：水道水をつくり、水道事業者（市町村）に
用水供給するための経費（支出）と財源（収入）

■ 令和４年度の利益剰余金（１８億１千７百万円）の処分方法

（税抜）
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3,455(38％)
［3,203］

11,001［11,132］

9,190［9,116］
長期前受金戻入等

1,139(10％)
［1,187］

配水収益

9,862(90％)
［9,945］

減価償却費、
資産減耗費

5,345(58％)
［5,463］

支払利息、雑支出 390(4％)
［450］

[ ]：前年度

当年度純利益

1,811 ［2,016］

（単位：百万円）



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

収入 支出

企業債償還金等

2,276(42％)
［2,347］

建設改良費

3,154(58％)
［1,984］

助成金等 52 (100％)［40］
52［40］

5,430［4,331］

資本的収支不足

5,378 ［4,291］

○資本的収支は、５３億７８百万円の不足

○資本的収支不足額は、前年度（42.9億円）に比べ10.9億円増加

主な要因は、既存施設の更新・改良に伴う建設改良費の増加（+11.7億円）による

資本的収入
５２百万円

資本的支出
５，４３０百万円

資本的収支不足
５，３７８百万円

－

①消費税等資本的収支調整額［充当］ ２７２百万円 資本的収支に係る消費税等の支払額に充当

②県域水道ＦＭ推進積立金 [取崩] ５６３百万円 県域水道一体化に向けた県水転換に係る事業費に充当

③減債積立金[取崩] １２０百万円 企業債の元金返済に充当 （参考）R４企業債償還元金 ２，２６５百万円

④損益勘定留保資金［充当］ ４，４２３百万円
収益的収支において、減価償却費や資産減耗費等、現金支出を必要としな
い費用の計上により留保される資金等

２ 資本的収支：水道施設の新設、改良に必要な経費（支出）と財源（収入）

■ 資本的収支不足額（５３億７千８百万円）の補填方法

（税込）（単位：百万円）
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[ ]：前年度



３ 貸借対照表

土 地 6,595 企 業 債 16,477 

建 物 3,074 引 当 金 6,183 

構 築 物 51,387 負 企 業 債 2,147 

機 械 及 び 装 置 10,612 未 払 金 2,075 

車 両 運 搬 具 5 債 未 払 費 用 17 

資
工 具 器 具
及 び 備 品

102 引 当 金 382 

リ ー ス 資 産 0 55,423 そ の 他 流 動 負 債 19 

74,782
建 設 仮 勘 定 3,007 

出 資 金 49,619 

41,384 組 入 資 本 金 25,183 

産 116,543 出 資 金 32 資 国 庫 補 助 金 365 

長 期 貸 付 金 343 受 贈 財 産 評 価 額 0 

146,366 377 そ の 他 投 資 2 寄 付 金 750 

28,502 本
1,115 そ の 他

資 本 剰 余 金
0 

997 減 債 積 立 金 110 

52 90,943 16,141
経 営 安 定 化
積 立 金 3,400 

県 域 水 道
ﾌ ｧ ｼ ﾘ ﾃ ｨ ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ
推 進 積 立 金

9,699 

29,823 15,026 未 処 分
利 益 剰 余 金

1,817 

　合　　計 146,366 百万円 　合　　計 146,366 百万円 （令和５年３月３１日現在）
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■　奈良県値（当該値）

-　全国平均値（平均値）

【参考】全国用水供給事業者との比較

4

データ出典：地方公営企業年鑑（総務省）

指　標

算 出 式
指 標 説 明

①経常収支比率（％）

●経常費用(営業費用＋営業外費用)に対する経
常収益(営業収益＋営業外収益)の割合

●給水収益や一般会計からの繰入金等の収益
で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度
賄えているかを表す指標

●単年度の収支が黒字であることを示す100％
以上となっていることが必要

（経常収益／経常費用）×100

年 度 推 移

●流動負債に対する流動資産の割合であり、短
期的な債務に対する支払能力を表す指標

●１年以内に支払うべき債務に対して支払能力
（現金等）がある(100％以上)ことが必要

（流動資産／流動負債）×100

③企業債残高対給水収益比率
（％）

●給水収益に対する企業債残高の割合

●企業債残高の規模を表す指標

（企業債現在高／給水収益）
×100

②流動比率（％）

H30 R1 R2 R3 R4

当該値 282.4 254 231.3 210.1 188.8

平均値 290.3 273 261 240.1 224.8
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■　奈良県値（当該値）

-　全国平均値（平均値）

指　標

算 出 式

●一日の配水能力に対する一日の平均配水量
の割合

●施設の利用状況や適正規模を判断する指標

●一般的には高い数値であることが望まれる。

④料金回収率（％）
●給水費用を給水収益でどの程度賄えているか
示す指標

●給水費用が給水収益以外の収入で賄われて
いる場合、100％を下回る。

（供給単価／給水原価)×100

年 度 推 移 指 標 説 明

⑤給水原価（円／㎥）
●有収水量１㎥当たりの原価（費用）を表す指標

{経常費用ー（受託工事費＋材料
及び不用品売却原価＋附帯事
業費）ー長期前受金戻入}
／年間総有収水量

⑥施設利用率（％）

（一日平均配水量／一日配水能
力）×100 H30 R1 R2 R3 R4

当該値 52 52.6 52.9 52.4 51.9

平均値 61.8 61.7 62.3 62.2 61.5
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■　奈良県値（当該値）

-　全国平均値（平均値）

指　標

算 出 式
年 度 推 移 指 標 説 明

●管路の老朽化度合いを示す指標

●一般的に数値が高い場合は、法定耐用年数
経過した管路を多く保有していることを示す。

●職員の平均年齢を表す指標

職員延年齢／職員数

⑨平均年齢（歳）

●有形固定資産の減価償却度合いを示す指標

●資産の老朽化度合を表しており、一般的に数
値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多い
ことを示す。

有形固定資産に係る
（減価償却累計額／償却対象資
産の帳簿原価）×100

⑦有形固定資産減価償却率（％）

（法定耐用年数を経過した
管路延長／総管路延長）×100

⑧管路経年化率（％）

H30 R1 R2 R3 R4

当該値 46.7 44.5 47 48.8 48.5

平均値 45.9 45.9 47.8 48.1

42
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H30 R1 R2 R3 R4

当該値 65.2 66.2 67.3 69 70.3

平均値 55.8 56.5 57.5 58.5 59.5
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※R4全国平均値未公表


